
岐阜市上下水道事業部公告第 ７６号          単体 

　　岐阜市水道事業及び下水道事業管理者

　　上下水道事業部長  　安田　直浩

１　一般競争入札に付する事項

 (1) 工  事 (件) 名

（電子入札対象案件）

 (2) 目  的  場  所 岐阜市竜田町３丁目ほか３地内

 (3) 完成(完了)期日 令和　３年　 ８月 １８日

 (4) 契 約 の 種 類 請負契約

 (5) 余裕期間の有無 有

 (6) 工 事 着 手 日 令和　３年 　３月 １５日

 (7) 概　　　　　要 水道施設工事

２　一般競争入札参加資格及び条件

 (1) 水道施設工事業に係る特定建設業又は一般建設業の許可を受けていること。

　 ００点以上であること。

　①公益社団法人日本水道協会の配水管工技能講習会Ⅰを受講済みで同協会の耐震継手

(5) 最新の経営事項審査における水道施設工事の総合評定値及び主観点数の合計が６

 (6) 直近１０か年度及び入札公告日の属する年度の申請期限日までに完成引渡しの済ん

 (7)次の条件を満たす配管技能者を施工時に配置できること。

令和　３年 １月 ２１日

竜田町３丁目ほか配水幹線布設替工事

   資格審査の申請において、所在地として登録されていること。

   績評定点の基準に係る工事の種類は、水道施設工事とする。

 (3) 岐阜市指定給水装置工事事業者の指定を受けていること。

(4) 岐阜市上下水道事業部建設工事成績評定要領(平成16年4月1日決裁)に基づく工事成

(2) 岐阜市内に本店を有すること。ただし、本店が岐阜市上下水道事業部競争入札参加

・HPPE　φ５０　　　　　　　　　　 L＝　１６．２ｍ

ポリエチレン管布設工　　　

   乗じた額）２，２００万円以上（１工事）の元請施工実績を有すること。

　 だ工事で、水道施設工事の請負金額（共同企業体受注の場合、請負金額に出資比率を

一般競争入札の実施について

記

事後審査型一般競争入札を下記のとおり行うので、岐阜市上下水道事業部一般競争入

札等実施要綱（平成12年4月3日決裁）第６条及び岐阜市上下水道事業部事後審査型一般

競争入札試行要領（平成19年7月27日決裁）第４条の規定により公告します。

・DIP　φ４００　　　　　　　　　　L＝２６２．１ｍ

ダクタイル鋳鉄管撤去工



　　配水管技能者として登録されていること。

　②配水用ポリエチレンパイプシステム協会の水道配水用ポリエチレン配管施工講習会

　受講者

３　一般競争入札の日時及び場所

 (1) 日  時 午前９時３０分

 (2) 場  所 岐阜市祈年町４丁目１番地

岐阜市上下水道事業部　３階　第３会議室（入札室）

 (3) 電子入札システムの応札期間

午前９時から

午後４時まで ※電子入札運用時間に限る

４　前払金の有無 有

５　予定価格 円

（消費税及び地方消費税１０％を含む）

６　最低制限価格

７　入札参加資格の確認

　　入札参加資格確認申請書の提出による。

    申請書受付期間 令和　３年　１月２１日（木） から

令和　３年　１月２７日（水） まで

８　質疑応答

　(1) 質問書提出期間 令和　３年　１月２１日（木） から

令和　３年　１月２７日（水） まで

　　  質問回答期日 令和　３年　２月　１日（月）

９　その他

　(1) 入札書等の提出については次のとおりとする。

     る。

    までにＦＡＸ又は電子メールにより行うものとする。

① 一般競争入札参加資格確認申請書、入札書及び工事費内訳書は電子入札システム

　　により提出すること。

② 設計図書等の資料は電子入札システムにより供与するものとし、質問書は上下水

　　 道事業政策課契約係に提出すること。

(2) その他、特記の無い事については一般競争入札の共通事項についてのとおりとす

令和　３年　２月　８日（月）

　3月31日決裁）第２条に規定する対象工事である。

　 は書面で提出すること（以下「紙入札方式」という。）ができる。

本件は、岐阜市上下水道事業部建設工事最低制限価格制度実施試行要領（平成23年

４２，９７７，０００

　　 令和　３年　２月　４日（木）

入札書は電子入札システムにより提出すること。ただし、発注者の承諾を得た場合

　　 令和　３年　２月　５日（金）

(2) 質疑に対する回答は、入札参加資格確認通知書を交付した者に対し、以下の期日

 (8) 現場代理人及び次の要件をすべて満たす専任の主任技術者又は監理技術者を本工事

  　なお、現場代理人は主任技術者又は監理技術者を兼ねることができる。

　する。

     なお、配管技能者は(８)の現場代理人、主任技術者を兼ねることはできないものと

   ② 入札参加資格申請の日以前３か月以上の雇用関係にある者。

   ① 主任技術者は水道施設工事の主任技術者又は監理技術者としての資格を有すること。

　　ただし、技術士については上下水道部門に限る。

　　に配置できること。


